
本県における先進バス交通の検討について

○リニア中央新幹線の開業への対応
・ 2027年に開業予定のリニア中央新幹線駅から
の交通

○観光地や中山間地域等における移動手段の確保
・観光地や中山間地域などにおける公共交通が
十分でない

○公共交通の運転手の不⾜
・公共交通を担うバス・タクシーの運転手が不⾜

本県の課題 検討の方向
○リニア開業を⾒据え、リニア駅周辺やリニア駅と甲
府駅・県内各地を結ぶ本県にふさわしいバス交
通（交通システム、⾞両）の検討

○観光地における二次交通や中山間地域におけ
る⾃宅から駅・バス停などへの短距離移動（い
わゆるラストマイル）の交通手段の検討

○運転⼿不⾜に対応した交通⼿段の検討

自動運転システムの導入
に向けた検討

リニア開業後の本県にふ
さわしいバス交通の検討

資料）⽇本経済再⽣本部 ⾃動⾛⾏に係る官⺠協議会（第5回）
（平成30年3月5日）より

①石川県珠洲市（H27.2〜 珠洲市・⾦沢⼤学）
②愛知県15市町（H28.6〜 愛知県・アイサンテクノロジー等）
③群馬県桐生市（H28.10〜H31.3  群馬県桐生市）
④⽯川県輪島市（H28.11〜 ⽯川県輪島市）
⑤福井県永平寺町（H29.10〜H31.3  福井県、永平寺町、パナソニック）
⑥神⼾市北区（H29.11〜12 神⼾市、みなと観光バス、群⾺⼤学等）
⑦愛知県幸田町等（H29.12〜H30.2  愛知県、アイサンテクノロジー等）
⑧東京都江東区（H29.12  ZMP）
⑨東京都千代田区（H29.12 ソフトバンク、三菱地所、SBドライブ）
⑩東京都杉並区（H30.1 杉並区、アイサンテクノロジー、東京大学等）
⑪東京都大田区<羽田空港>（H30.２ 全日本空輸、SBドライブ）
⑫福岡県北九州市（H30（予定） 北九州市、SBドライブ等）

○全国的に自動運転の公道実証プロジェクトが本格化

【⾃治体、⺠間⼜は⼤学が実施】 ※HP等で確認できる主なもの

早期に検討に着手すべき事項早期に検討に着手すべき事項

中⻑期的に検討すべき事項中⻑期的に検討すべき事項

①ラストマイル⾃動⾛⾏（経済産業省、国⼟交通省）：全国４箇所
②中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス（内閣府、国土交
通省）：全国13箇所（他に机上検討５箇所）

③沖縄におけるバス自動運転、大規模実証実験（内閣府）：沖縄県、関東地
⽅等の⾼速道、東京臨海部

④⾼速道路におけるトラックの隊列⾛⾏（経済産業省、国⼟交通省）：新東名
⾼速道路

【国のプロジェクト】

２ 全国における自動運転の実証実験の状況

１ 事業の背景
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資料１



３ 先進バス交通技術研究会の設置

本県における先進バス交通の検討について

○ 有識者、国、バス事業者、ICT企業、自動者メーカ－、市町村などで構成される研究会を設置

○ リニア中央新幹線の開業、観光地や中⼭間地域などの移動⼿段の確保や運転⼿不⾜など本県を取り巻く環境に適切に対応する
には、先進的な交通の検討が必要

○ 全国的に自動運転の実証実験が本格化。本県においても早期に取り組むことが必要

先進バス交通技術研究会先進バス交通技術研究会

県国

⾃動⾞
メーカー

有識者

バス事業者 ICT企業

市町村

【研究会のイメージ】

関係者
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燃料電池バスPT自動運転バスPT

【研究会の活動】
１ プロジェクトチームの活動支援
・⾃動運転や燃料電池バスなど個別のプロジェクト形成や取り組みの⽀援
・自動運転など先進バス交通技術の導入に関する方向性の検討・提示

２ 先進的なバス交通技術に関する情報の収集・提供
・⾃動運転システムやバス⾞両に関する国などの取り組み状況、技術等に関する情報の収
集・提供

【検討内容】
１ リニア中央新幹線の開業を⾒据えた本県にふさわしい交通
２ 観光地における二次交通
３ ラストマイルの交通（中山間地域等）
【具体的な検討項目】
１ 自動運転システム（⾃動⾛⾏制御、加速度最適制御 など）
２ 公共⾞両優先システム
３ ⾞両（燃料電池(FC)バス、電気(EV)バス など）
４ その他先進的なバス交通に関すること

【構成員】
検討を進めるため、研究会は次の者から構成
１ 先進交通に関係する有識者・国・県
２ ⾃動運転システム、公共⾞両優先システム、⾞両などに関するバス事業者、ICT企業、⾞
両メーカー、市町村などのプロジェクト関係者
※ プロジェクト関係者は検討の進展に応じて追加
※ 研究会へは議題に関係する者が出席

有識者・
国・県

プロジェク
ト関係者

※具体的な活動はテーマ毎のプロジェクトチームで実施

・プロジェクトの活動支援
[ 関係者のマッチング、実証実験適地の紹介、
実証実験実施（誘致）に向けた相談対
応、技術導入の方向性の提示など ]

・情報の収集・提供

○ 研究会は、有識者・国・県及びプロジェクト関係者で
構成
○ 各プロジェクトの推進に向けた活動支援、先進技術の
情報の提供を実施
○ 具体的な技術導入や実証実験などの検討は、テーマ
毎のプロジェクトチームで実施

※プロジェクトチームは新たな研究テーマが出れば随時追加する



H30.4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H31.1月 2月 ３月 翌年度

研究会の
活動

可能性の
あるPT

※現段階での想定スケジュールであり今後変更の可能性がある。

研
究
会
の
設
置

研究会の
継続

○PTからの報告（今後の検
討への助言）
○自動運転の導入の方向性
の検討 （解決すべき本県
の課題の整理、導入可能な
分野についての検討等）

○PTからの報告（今後の検討への
助言）
○自動運転の導入に向けた取り組
みの検討 （県内での実証実験の
実施（誘致）に向けた独自性のあ
る実証実験計画案の検討等）
○ 来年度予算案への対応検討

○実証実験の先進
地視察（実証実験
の実施に必要な事
項の把握）

○研究会の設置
○企業における取り組
みの紹介

○PTからの報告（今後の
検討への助言）
○来年度以降の自動運
転実証実験の実施（誘
致）に向けた取り組み方
針の検討等

第２回会議 第３回会議 第４回会議先進地視察第１回会議(6/12)

自動運転バスPT
燃料電池バスPT

燃
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【事務局】
⼭梨県

トヨタ⾃動⾞(株)

⼭梨交通(株)

岩谷産業(株) 富⼠急⾏(株)

⽇野⾃動⾞(株) 燃料電池バス
（FCバス）
プロジェクト

【設⽴趣旨】
○ 県内における燃料電池バス（FCバス）導入に向けた動
きを進めるため、燃料電池バス導⼊に向けた勉強会を設置
【構成員（案）】
①⼭梨交通 ②富⼠急⾏
③トヨタ⾃動⾞ ④⽇野⾃動⾞
⑤岩谷産業 ⑥⼭梨県（事務局）
【活動内容】
○ 燃料電池バスの県内普及に関する⽅策の検討

４ 本年度プロジェクトチームの活動

本県における先進バス交通の検討について

自
動
運
転
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

５ 本年度の想定スケジュール

燃料電池バス（FCバス）プロジェクトチームの結成燃料電池バス（FCバス）プロジェクトチームの結成

県内における
燃料電池バ
ス導入に向
けた取り組み
を推進

県内におけ
る自動運転
の実証実験
の実施（誘
致）に向け
た取り組みを
推進

【現状】
○ 県内において自動運転に関心のあるバス事業者、ICT企業、
地方自治体が研究会に参加
○ 有識者、国、県等の関係機関が⾃動運転に関する取り組みを
支援する体制を構築
【今後の取り組み】
○ 関係者によるPTを形成し、自動運転に関する具体的な取り組
みについて検討
・関係者とのチームづくり
・本県での自動運転の実証実験の実施（誘致）に向けた具体
的な取り組みの実施

【事務局】
⼭梨県

バス事業者

市町村ICT企業 自動運転
プロジェクト

自動運転プロジェクト【早期に⽴ち上げ】自動運転プロジェクト【早期に⽴ち上げ】

[早期に⽴ち上げ]

上記プロジェクト以外にも関係者の合意の下、先進的なバス交通の導入に向けたプロジェクトを随時推進
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研究会の検討を受けPTとしての活動計画をとりまとめ

PTからの意⾒
PTとして検討
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【参考】 国における取り組みの方向

資料）「未来投資戦略2018（素案）」 未来投資会議（平成30年６⽉4日）

限定地域での無人自動運転限定地域での無人自動運転
サービス等の実証実験の実施

実ニーズに近い形態で実ニーズに近い形態で
の実証実験の実施

５Gの交通分野等での具体的な利活⽤を想定し
た実証実験の実施
５Gの交通分野等での具体的な利活⽤を想定し
た実証実験の実施

・平成32年度
までに限定地
域型の無人自
動運転サービ
ス開始
・2030年度ま
でに全国100
箇所以上で展
開

平成32年度の実現をめざし実ニー平成32年度の実現をめざし実ニー
ズに近い形態での実証実験の実施

資料）「未来投資戦略2018（素案）」未来投資会議（平成30年６⽉4日）より
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資料）「官⺠ITS構想・ロードマップ2017」

⾼度情報⾼度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官⺠データ活⽤推進戦略会議（平成29年5月30日）より

道の駅 実証実験の
拡大
地域特性を活かした
ビジネスモデルの検討

自治体との協⼒体制の構築


